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• 本資料は、本公開草案の概略をご理解いただくために説明を簡略化しています。本公開草案の全文は、SSBJの
ホームページ（本資料「3.参考情報」参照）より入手可能ですので、そちらをご参照ください。

• 本資料は、2024年11月末時点の状況に基づいて作成しています。
• 本公開草案の内容は、最終化の際に変更となる可能性があります。



1. 本公開草案公表の経緯
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2024年3月29日、サステナビリティ基準委員会（当委員会）は、3つの公開
草案を公表した（2024年3月公開草案）

2024年3月公開草案の公表

4

適用基準案 一般基準案 気候基準案

https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/2024ed01_02.pdf
https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/2024ed01_03.pdf
https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/2024ed01_04.pdf
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2024年3月公開草案の再審議と再提案

5

当委員会では、 2024年3月公開草案に対して寄せられたコメントを踏まえ、
2024年8月より、再審議を行っている

当委員会では、公開草案の再審議の結果、提案を修正することがあるが、
修正することとしたもののうち、当委員会が改めてコメントを求めることが適切
であると考えた論点について、公開草案を再度公表することとしている

2024年3月公開草案の再審議においては、指標の報告のための算定期間
に関する論点が、そのような論点に該当すると考えられたことから、2024年3
月公開草案に対する再提案を公開草案「指標の報告のための算定期間に
関する再提案」として公表することとした
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今後の予定
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公開草案の公表 2024年11月29日（金）

コメント期限 2025年 1月10日（金）

確定基準の公表 2025年 3月末（予定）

本公開草案は、指標の報告のための算定期間に関する再提案の内容につい
てコメントを求めるものであり、再提案の内容以外についてコメントを求めるこ
とを目的としていない

2024年3月公開草案及び本公開草案を踏まえた、適用基準、一般基準及
び気候基準の確定基準は、当初の予定どおり、2025年3月末までに公表す
ることを予定している

確定基準の公表により、直ちに強制適用とはならない

金融審議会の「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワー
キング・グループ」において、 SSBJ基準が確定した場合の具体的な適用
対象や（強制）適用時期等についての検討がなされている



2. 本公開草案の概要
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指標の報告のための算定期間が、サステナビリティ関連財務開示（及び関連
する財務諸表 (以下同じ)）の報告期間と一致しない場合、サステナビリティ関連
財務開示と財務諸表のつながりを重視して期間をあわせることを優先する

指標の報告のための算定期間が、報告期間と一致しない場合、適用基
準案第70項に従い、合理的な方法により期間調整を行い、サステナビリ
ティ関連財務開示の報告期間にあわせることを明確にする

したがって、温室効果ガス排出を温対法により測定することを選択す
る場合にも、報告期間と、温室効果ガス排出量の算定期間との間に
差異が生じるときは、合理的な方法により期間調整を行い、報告期
間に係る排出量を算定することになる

2024年3月公開草案からの修正としては、SSBJ基準独自の選択肢で
ある、適用基準案第71項、気候基準案第53項及び第54項を削除する

期間調整のための合理的な方法については、SSBJ基準においては具体
的に定めない（SSBJ事務局より解説記事を提供予定）

本公開草案の提案の概要
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原則として、サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告期
間を対象としなければならない (適用基準案第70項)

したがって、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する指標（例えば、温
室効果ガス排出量）についても、原則として、関連する財務諸表と同じ報告
期間を対象としなければならない

報告期間/算定期間

財務諸表 4/1 から 3/31

サステナビリティ関連財務開示 4/1 から 3/31

指標 4/1 から 3/31

報告期間の考え方
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2024年3月公開草案における提案（気候基準案）

提案

温対法により測定した温室効果ガス排出量を報告することを選択した場合、公表承認
日において既に当局に提出した直近のデータを用いなければならない 
(気候基準案第53項)

排出量の報告のための算定期間と、サステナビリティ関連財務開示の報告期間の差
異が１年を超える場合、定められた開示を行わなければならない 
(気候基準案第54項)

提案の理由

気候基準案では、ISSB基準と同様に、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温
室効果ガス排出を測定するうえでGHGプロトコル（2004年）とは異なる方法を用いる
ことを要求している場合、当該方法を用いることができると提案した (気候基準案第51項ただ

し書き)

これは、同じような温室効果ガス排出量の算定を2度行うことを回避することにより、作
成者のコストを低減するというISSBの趣旨に基づいたものであった

ただし、報告期間の差異が１年を超える場合、追加の開示を求めることを提案した 
(気候基準案第54項)
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2024年3月公開草案における提案（適用基準案）

提案

企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されており、当該
指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なる
場合、一定の要件を満たすときは、当該指標の報告のための算定期間を用いて当該
指標について報告することができる
(適用基準案第71項)

提案の理由

例えば、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する
法律」に基づく化学物質排出移動量届出制度（PRTR制度）のように、企業が活動す
る法域の法令の要請により指標を報告することが要求されており、当該指標の報告のた
めの算定期間がサステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なる場合は、温対法に
限られるものではないと考えられた
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2024年3月公開草案の開発時に委員の間でも意見が分かれたが、寄せられた
コメントも、意見が分かれた

利用者及び保証業務実施者からは、既に当局に提出した温対法に基づく
温室効果ガス排出量のデータを用いることで得られるコスト低減の便益より
も、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と温室効果ガス排出量の報
告のための算定期間に差異が生じることにより、関連する項目の間のつな
がりが希薄となり、情報の有用性が低下する可能性に対する強い懸念が
聞かれた

作成者の中には、温室効果ガス排出量を当局に提出していない場合で
あっても温室効果ガス排出量を見積ることができる場合には、当該見積値
を用いることを認めるべきであるといった意見や、任意で温室効果ガス排出
量の報告を行う際に既に期間調整を行っている場合もあるため、当委員会
が公表するサステナビリティ開示基準のもとでも期間調整を認めるべきであ
るとの意見も寄せられた

一方、作成者の中には、期間調整を行うことに対する懸念も聞かれた

寄せられたコメント
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作成者のコストを低減することと、指標の報告のための算定期間を報告期間
にあわせることのいずれを優先すべきかに関して、ISSB基準は必ずしも明らか
にしていないと考えられることが確認された

そのうえで、サステナビリティ関連財務開示と関連する財務諸表の情報との間
のつながりを重視する観点から、特に国内外の利用者及び保証業務実施者
から期間の一致を優先すべきとの意見が強く寄せられたことを踏まえ、適用基
準案第70項の原則に従うことを再提案することとした

企業の実態を反映する期間調整の方法についてはさまざまな方法が考えられ、
当委員会が公表するサステナビリティ開示基準において特定の期間調整の方
法を定めた場合には、必ずしも企業の活動を忠実に表現しない場合があると
考えられたため、期間調整のための合理的な方法については具体的に定めな
いこととした旨を、確定基準の結論の背景において記載することとした

適用基準案については、気候基準案と整合的に同様の再提案をすることとし
た

当委員会における再審議



3. 参考情報
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参考情報－ホームページのご案内

公開草案「指標の報告のための算定期間に関する再提案」
https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2024/2024-1129.html

15

SSBJのホームページ（https://www.ssb-j.jp/jp/）において、以下の情
報を提供している

「コメントの募集及び本公開草案の概要」
https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2024/2024-1129.html

本件に関する、英語による情報提供
https://www.ssb-j.jp/en/exposure_drafts/y2024/2024-1129.html

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2024/2024-0329.html
https://www.ssb-j.jp/jp/
https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2024/2024-1129.html
https://www.ssb-j.jp/en/exposure_drafts/y2024/2024-1129.html
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